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みんなで支える笑顔で暮らし続けられるまち

1 要介護状態を予防、軽減し、自立生活を支える
2 住み慣れた地域で暮らし続ける
3 地域みんなで支え合う
4 一人ひとりの尊厳を守り、安心を確保する
5 高齢者の生きがいと活躍の場をつくる
6 一人ひとりに合ったサービスを提供する

計画策定にあたって
　この計画は、高齢社会において総合計画の「支え合いで安心な暮らしができるまちづくり」のも

とで、川越町の地域特性に応じた「地域包括ケアのしくみ」を深化・推進するとともに、介護保険

事業の円滑な運営と計画的な基盤整備を推進するため策定するものです。

　この計画は、前計画に引き続いて令和 ７（２０２５）年を念頭に置きつつ、令和 ３（２０２１）年度から令和 ５

（２０２３）年度までの ３年間を計画期間とします。さらに、令和２２（２０４０）年を見据え、長期的な見通しの

中で、必要な方策を打ち出すこととします。

基本目標

　総合計画では将来像を「つながる笑顔 ず～～～っと暮らしたい町 かわごえ」とし、住民の主体

的な健康づくりとともに、多様な主体の連携による支え合い・助け合うしくみを構築することによ

って「支え合いで安心な暮らしができるまちづくり」をめざしています。

　基本理念のもと、川越町において、これまでの取り組みを継続し、地域福祉の推進のための意識

啓発や支援体制の構築を進め、身近な地域での見守りや地域の協力者による支援の充実によって、

「地域の福祉力」をより一層高めていくことをめざします。

基本理念
　介護保険制度は、開始から約２０年が経ち、介護が必要な高齢者の生活の支えとして、定着、発展

してきました。人口の高齢化が今後ますます進行する一方で、支え手となる「現役世代」が高齢者

となり、徐々に減る傾向にあると考えられています。そのような状況の中でも、持続可能な介護保

険制度のもとで、高齢者が可能な限り住み慣れた地域で、一人ひとりの能力に応じて自立した日常

生活を営めるよう、時代の変化、地域の変化に合わせて「地域包括ケアシステム」を深化、推進し

ていかなければなりません。

　その際、介護サービスの充実はもとより、医療、介護予防、日常生活の支援、住まいなどが包括

的に確保されることが重要である

と同時に、多様な主体が協働し、地

域全体で支え合うまちづくりによ

って、「地域共生社会」を実現して

いくことが求められます。

　こうしたことから、高齢者施策

の基本理念として、右の ６つを掲

げます。
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施策の方向 国の基本指針等の関連事項

第
３
部
　
各
　
　
論
（
基
本
施
策
）

　

第 １章
要介護状態を予防、軽減し、
自立生活を支えるために

　

� 介護予防事業の推進
� 生活支援サービス事業の推進

◦介護予防、健康づくり施策の
充実・推進

◦高齢者の保健事業と介護予
防事業との一体的実施

　

第 ２章
住み慣れた地域で
暮らし続けるために

　

� 地域包括ケア体制の構築
� 組織間の連携強化
� 介護予防・生活支援の基盤づくり
� 総合的な認知症施策の推進
� 在宅医療と介護の連携

◦複雑化・複合化した支援ニ
ーズに対応する包括的な支
援体制の構築

◦認知症施策推進大綱に対応
した施策推進（予防と共生）

　

第 ３章
地域みんなで�
支え合うために

　

� 地域での相互支援体制の充実
� 福祉意識・福祉教育の充実

◦地域共生社会の実現
◦住民主体の通いの場の普及

　

第 ４章
一人ひとりの尊厳を守り、
安心を確保するために

　

� 情報提供と総合相談の充実
� 権利擁護の推進
� 虐待の防止
� 安全なまちづくり

　

第 ５章
高齢者の生きがいと
活躍の場をつくるために

　

� 高齢者による地域活動の促進
� 高齢者の移動手段の確保

　

第 ６章
一人ひとりに合った
サービスを提供するために

　

� 介護保険サービスの提供と質の向上
� 要介護者等へのリハビリテーション
� 介護人材の確保と業務効率化
� 介護保険以外の入所・入居施設
� 介護者への支援
� ひとり暮らし高齢者等への支援

◦要介護者等へのリハビリテ
ーション目標の設定
◦介護人材の確保・資質の向
上や、業務の効率化

第
４
部
　
介
護
保
険
事
業
の
運
営

　

第 １章
介護保険サービスの提供と
地域支援事業の実施
（量の見込み）

　

� 予防給付サービスの提供
� 介護給付サービスの提供
� 地域密着型サービスの提供
� 地域支援事業の実施

◦有料老人ホーム及びサービ
ス付き高齢者向け住宅の設
置状況を踏まえた整備計画

　

第 ２章
介護保険事業費の算出

　

� サービス別給付費の見込み
� 標準給付費の算出
� 地域支援事業費の見込み
� 総事業費の見込み

　

第 ３章
介護保険料の算出

　

� 保険給付費等の財源
� 保険料の設定額
� 所得段階別保険料率

　

第 ４章
介護保険事業の健全化

　

� 低所得者対策の実施
� 給付の適正化
� 事業の適正運営

◦医療・介護関連データの活用

第 ５部 
計画の推進に
あたって

　 第 １章  計画の推進体制
◦災害や感染症への備えの重
要性

　 第 ２章  計画の進行管理
　 第 3章  災害や感染症対策にかかる体制整備

施策の体系

3



住み慣れた地域の中で
できる限り自立できる

介　護

連
携

連
携

連携

連携

相
談

通
所
・
入
所

通
院
・
入
院

地
域
社
会
と
の
か
か
わ
り

町各担当課

地域包括
支援センター等

●総合的な支援・
コーディネート
●認知症施策の推進

相談窓口

かかりつけ医

病　院
救急・急性期医療や
専門医療の提供

連携

●病気になったら、
その人の状態に
合わせて
在宅医療などを提供

医　療

連携

サービス事業所
24時間365日対応型
サービス等の提供、
施設サービスの提供

ケアマネジャー
ホームヘルパー等

●介護が必要になったら、
ニーズに応じた
介護サービスを提供

民生委員
児童委員

福祉協力員

ボランティア

生活・介護支援
サポーター

老人クラブ
地域住民
（自治会等）

見守りのネットワーク

●介護予防・生活支援
サービスを提供
●ひとり暮らしや
認知症等の
高齢者を見守り

地　域

家族、
高齢者本人

●自宅、介護施設や
居住系サービス等で
住まいを確保

住まい

認知症
サポーター

◆地域ケア会議の開催
◆認知症ケアの推進
◆在宅医療と介護の連携
地域包括支援センターへ委託
●介護予防・生活支援の
　基盤づくり
社会福祉協議会へ委託

地域包括ケアシステムのイメージ
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主な事業（新規または拡充するもの）

■1要介護状態を予防、軽減し、自立生活を支えるために
高齢者の保健事業との
一体的実施

データの共有や医療専門職によるアプローチを通じて、国民健康保険及び後期高齢
者の保健事業と介護予防事業との一体的実施に向けた体制を整備します。

訪問・通所型サービスの提供

要支援者と事業対象者に対し、訪問型及び通所型の介護予防（従来）相当サービスを
引き続き提供するとともに、専門職による短期集中サービスについては利用しやす
いサービスとなるよう検討を行います。また、緩和された基準によるサービスや住民
主体のサービスの提供についても、事業所や地域との調整を図ります。

■2住み慣れた地域で暮らし続けるために

生活支援のコーディネート
多様な主体による多様な生活支援のための活動が展開されるよう、生活支援コーデ
ィネーターが地域に出向き、ニーズの収集及び活動にかかる情報提供を行うととも
に、ニーズと活動とのマッチングを進め、必要な資源開発を促進します。

認知症予防の推進
介護予防事業において、認知症予防のための「認ニン! 教室」を実施するとともに、他
の教室等においても、認知症予防の意識を高め、認知症の発症・進行を予防する観
点を取り入れた取り組みを進めます。

認知症の人の見守りの推進

認知症の人の生活場面にかかわる金融機関・商店会などの機関、認知症サポーター、
警察・消防、NPO等といった地域の社会資源を活用する中で、QRコードによる探索シ
ステムを構築し、ひとり歩きの発見など、地域ぐるみで認知症の人を見守る体制を整
備します。

■3地域みんなで支え合うために

地域における通いの場づくり
生活支援コーディネーターが情報提供やノウハウ提供を行い、生活・介護支援サポ
ーターを中心とした地域におけるサロン活動を支援し、地域における通いの場の充
実を図ります。

■4一人ひとりの尊厳を守り、安心を確保するために

総合相談窓口の充実
「８０５０問題」をはじめとする複雑化・複合化した福祉課題に総合的に対応できる相談
支援体制を構築するため、地域包括支援センターの機能強化と、町関係課及び関係
機関とのネットワーク強化を図ります。

サービス提供事業所における
防災対策の促進

サービス提供事業者に対し、事業所の安全対策や避難対策の徹底を図るとともに、
災害後に速やかに事業が継続できるよう事業継続計画の策定を促します。

■5高齢者の生きがいと活躍の場をつくるために

移動手段の検討
高齢者の利用にも配慮したコミュニティバスとしての利便性向上に向けた見直しを
行うとともに、小型の福祉バスの運行やデマンドタクシーの導入など移動支援事業
の拡大についても検討を行います。

■6一人ひとりに合ったサービスを提供するために

感染症等への備えの促進 新型感染症などの発生予防対策等が適切に図られるよう、好事例等の情報提供を行
いながら啓発に努めるとともに、関係機関との連携などを促します。

介護人材の育成・確保 県による研修や資格取得支援などの情報提供を行うとともに、介護の仕事に興味を
持ってもらうための啓発活動を充実させます。

在宅サービスの推進
介護予防を推進する観点から、認定を受けていない高齢者のうち、生活状況などか
ら必要な人に対し、ふれあいホームヘルプサービスやふれあいデイサービスの提供
を継続します。
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807,719

81,994

33,783

691,942

827,333

83,036

34,638

709,658

16,000
15,47315,38915,30815,22715,22115,018

18.5%18.7%18.8%19.0%19.0%19.0%19.2%

11.1%
10.4%10.1%

9.8%9.9%9.8%9.7%

460

417408
391384392

408

15.5%

14.4%14.1%
13.5%13.3%13.6%

14.2%

84,493
3,680
4,250

76,563

3 年間の総事業費は 約24.4億円

 平成27年度 平成28年度 平成29年度

◆介護保険事業費の見込み
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◆年齢別人口の推移・推計
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要介護5▶

要介護4▶

要介護3▶

要介護2▶

要介護1▶

要支援2▶

要支援1▶

85歳以上▶
75～84歳▶
65～74歳▶

40～64歳▶

20～39歳▶

0 ～19歳▶

●― 認定率（%）●― 高齢化率　　　後期高齢化率（%）人口（人） 認定者数（人）

実績値　推計値

◆要介護度別認定者数の推移・推計

 平24 平25 平26 平27 平28 平29 平32 平37
実績値　推計値

 平24 平25 平26 平27 平28 平29 平32 平37
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●― 高齢化率　　　後期高齢化率（%）人口（人）

（万円）
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要介護5▶

要介護4▶

要介護3▶

要介護2▶

要介護1▶

要支援2▶

要支援1▶

●― 認定率（%）認定者数（人）

実績値　推計値実績値　推計値
 平30 令元 令 2 令 3 令 4 令 5  令 7 平30 令元 令 2 令 3 令 4 令 5  令 7

（千円） ３年間の総事業費は 約24億円

 令和 3 年度 令和 4年度 令和 5年度
 （2021） （2022） （2023）

10.0%
9.2%8.7%

17.4%

18.7%18.4%

16,484

15,166
14,698

578

484

404

20.1%

17.1%

14.9%

781,332

80,905

34,456

665,971

807,719

81,994

33,783

691,942

827,333

83,036

34,638

709,658

16,000
15,47315,38915,30815,22715,22115,018

18.5%18.7%18.8%19.0%19.0%19.0%19.2%

11.1%
10.4%10.1%

9.8%9.9%9.8%9.7%

460

417408
391384392

408

15.5%

14.4%14.1%
13.5%13.3%13.6%

14.2%

基本的指標に関する将来目標
　計画期間〔令和 ３（２０２１）～ ５（２０２３）年度〕及び令和 ７（２０２５）年の人口・認定者数を次のように見込み

ます。

介護保険事業費の算出
　介護保険事業にかかる総事業費は、標準給付費

見込額（総給付費にその他の費用を加えたもの）と地

域支援事業費見込額を合計し、右図の通り設定し

ます。

　本計画期間におけるサービス全体の総給付費見

込額は、要介護度別に推計した各サービスの目標

事業量（見込み）と要介護度別のサービス平均単価

を乗じて推計されます。

　地域支援事業費には、介護予防・日常生活支援

総合事業や地域包括支援センターの運営に加え、

認知症初期集中支援チームや生活支援コーディネ

ーターといった包括的支援事業及び任意事業の推

進にかかる費用など、地域包括ケアシステムの構

築にかかわるものが含まれています。 ※算出上の端数は四捨五入しているため、合計が合わないことが
あります。

年齢別人口の推移・推計 要介護度別認定者数の推移・推計

介護保険事業費の見込み

※令和 ３（２０21）年〜5 （２０23）年は、平成２７（２０１５）年～令和 ２（２０２０）
年の各年１０月 １ 日時点の住民基本台帳人口の推移をもとに、�
コーホート変化率法を用いて推計しています。
※令和 7（２０25）年は「第 7次川越町総合計画」の目標値となってい
ます。

※令和 ３（２０21）年以降は、平成３０（２０１８）年～令和 ２（２０２０）年の男女
別・年齢別認定率を一定で推移するものと仮定し、人口推計値
に掛け合わせて推計しています。
※認定者数には住所地特例分を含みます。認定率は全認定者数を
６５歳以上人口で割ったものです。
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介護保険料の算出
　介護保険事業にかかる費用は、４０歳以上の住民からの介護保険料と、国・都道府県・市町村の財

源（公費）でまかなわれており、国民みんなで支えるしくみになっています。

　このうち、第 １号被保険者の負担割合は第 7期計画に引き続き給付費の２３％（市町村の高齢化率や所

得水準の状況によって調整交付金が変わり、川越町は約２５.２％と見込みます。）が第 １号被保険者の保険料に

よりまかなわれることとなります。

　利用者負担分は、原則として費用額の１０％となり、一定以上の所得がある人がサービスを利用し

た場合は、費用額の２０％～３０％を負担することになります。

　保険料収納必要総額（ ３年間）は、次の方法で算出し、約 ５億 9千万円となります。

　さらに、収納必要総額を保険料収納率で割って保険料賦課総額（ ３年間）を算出し、所得段階別加入

割合を考慮して介護保険料基準額を算出すると、５,４５０円／月となります。この結果、介護保険料基準
額については第 ７期計画から据え置きとなります。

介護給付サービス、予防給付サービスにかかる費用額の財源構成

◀ 費 用 額 ▶

利用者
負　担

介護給付費・予防給付費

保 険 料　 １／２ 公　　費　 １／２

保 険 料 公　　費

第 １号被保険者
保険料
２３％

第 ２号被保険者保険料
（支払基金から交付）

２７％
（定率）

国 県 町

調　整
交付金
５％

２０％
（定率）

１２.５％
（定率）

１２.５％
（定率）

３年間の
総事業費 ×

第 １号被保険者の
負担割合 ２３％＋

調整交付金相当額
（標準給付費見込額の ５％）－

調整交付金
見 込 額 －

介護 保 険 給 付 費
支払準備基金取崩額 ＝

保険料収納
必 要 総 額

５５５,７６８千円 １１１,０５２千円 ６１,７４３千円 １６,６００千円 ５８８,４７７千円

保険料収納
必 要 総 額 ÷

予定保険料
収 納 率 ÷

所得段階別加入割合補正後
第 １号被保険者数（ ３年間） ÷ １２か月 ＝ 保険料基準額

（月額）

５８８,４７７千円 ９８.０％ ９,１83人 １２ ５,４５０円
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国の段階 町の段階 所得などの条件 基準額に
対する割合 保険料月額

第 １段階 第 １段階

①生活保護受給者
②老齢福祉年金受給者で、世帯員全員が町民税非課税
③本人及び世帯員全員が町民税非課税で、本人の課税年金収
入額と合計所得金額の合計が年間８０万円以下の人

×０.４５
〔×０.３０〕

２,４５３円
〔１,６３５円〕

第 ２段階 第 ２段階
本人及び世帯員全員が町民税非課税で、
本人の課税年金収入額と合計所得金額の合計が年間８０万円
を超えて１２０万円以下の人

×０.６２５
〔×０.５０〕

３,４０６円
〔２,７２５円〕

第 ３段階 第 ３段階
本人及び世帯員全員が町民税非課税で、本人の課税年金収入
額と合計所得金額の合計が年間１２０万円を超える人

×０.７５
〔×０.７０〕

４,０８８円
〔３,８１５円〕

第 ４段階 第 ４段階
世帯のだれかに町民税が課税されているが、本人は非課税で
課税年金収入額と合計所得金額の合計が８０万円以下の人 ×０.８２５ ４,４９６円

第 ５段階 第 ５段階
世帯のだれかに町民税が課税されているが、本人は非課税で
課税年金収入額と合計所得金額の合計が８０万円を超える人

×１.００
（基準額） ５,４５０円

第 ６段階 第 ６段階
本人が町民税課税で、
合計所得金額が１２０万円未満の人 ×１.１２５ ６,１３１円

第 ７段階 第 ７段階
本人が町民税課税で、
合計所得金額が１２０万円以上２１０万円未満の人 ×１.３０ ７,０８５円

第 ８段階 第 ８段階
本人が町民税課税で、
合計所得金額が２１０万円以上３２０万円未満の人 ×１.５５ ８,４４８円

第 ９段階

第 ９段階
本人が町民税課税で、
合計所得金額が３２０万円以上４２０万円未満の人 ×１.６５ ８,９９３円

第１０段階
本人が町民税課税で、
合計所得金額が４２０万円以上８２０万円未満の人 ×１.８０ ９,８１０円

第１１段階
本人が町民税課税で、
合計所得金額が８２０万円以上の人 ×２.０５ １１,１７３円

川越町 第9期高齢者保健福祉計画・第8期介護保険事業計画【令和３（２０21）年度〜令和5（２０２3）年度】� 概要版　
発行／川越町　 発行年月／令和 ３（２０21）年 ３月
編集／川越町町民保険課　※令和 3（2021）年 4月から介護保険事務は福祉課の所管となります。
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　第 １号被保険者の保険料については、所得に応じた保険料を段階的に設定します。本町において

は、低所得者を負担軽減し、高所得者を負担加増するよう、第 7期計画に引き続き、下記の通り計

１１段階の保険料を設定します。

　なお、段階設定及び保険料基準額に対する割合については、国の政省令にもとづき、第 ７段階と

第 ８段階の境界を２００万円から２１０万円に、第 ８段階と第 ９段階の境界を３００万円から３２０万円に改め

ます。これに合わせて、第 ９ 段階と第１０段階、第１０段階と第１１段階の境界も、それぞれ４２０万円、

８２０万円とします。基準額に対する割合は、第 7期計画と変更はありません。

　また、国の政省令などに基づき、第 １～第 ３段階で保険料基準額に対する割合について、公費負

担による軽減を図ります【上記、表中の〔 〕内】。

　

所得段階の内訳と保険料基準額に対する割合

ホームページもあわせてご覧ください▶� https://www.town.kawagoe.mie.jp/


